
保育所等の待機児童数（令和４年４月１日時点）について 
 

令和４年４月 1日時点の待機児童数は 25人となり、前年同月比で８人減少しました。 

 

待機児童：保護者の就労など、保育の必要性がある児童で、保育所などの特定教育・保育施設（認定こども園の幼稚園機能部
分及び幼稚園を除く。）又は小規模保育などの特定地域型保育事業の利用を希望しているが、希望どおり保育を受
けられていない児童。 

※一時預かり事業・預かり保育の補助を受けている幼稚園や企業主導型保育事業を利用できている場合又は特定の        

施設を希望している場合、育児休業を延長し入所可能になり次第の復職を希望しない場合を除く。 

 

１ 市町別待機児童数 

 

 

 

 

 

 

 

２ 待機児童の主な減少要因等 
○ 計画的に各市町での施設整備や定員の調整が進んでいること。 

○ 松山市では、1・2 歳児を積極的に受け入れている施設に対し独自に助成を行っているほか、幼稚園の預

かり保育の有効活用や、企業主導型保育事業所とのマッチングなどにより保育ニーズの増加に対応してい

る。 

 

３ 県の待機児童対策の取組み（令和４年度） 
   施設整備への補助による受け皿の確保や潜在保育士の就職支援等を通じた保育人材の確保等により市

町を支援します。 

  【受け皿の確保】 

・認定こども園等３か所の整備支援を行い、新たに約 100 人分の定員を増加予定 

【保育人材の確保】 

・保育士・保育所支援センターによる潜在保育士への就職支援 

・県外保育士に対する県内保育所等への就職活動に要する補助  

・保育補助者となる「子育て支援員」の養成による保育士の負担軽減 等 

  

市町名 R３.4.1 R４.４.1 増減 

松山市 25 0 △25 

松前町 5 24 19 

砥部町 3 1 △2 

合計 33 25 △8 

（単位：人） 

※４月１日時点で両年ともに待機児童が発生していない市町は省略 



４ 参考データ 

（１） 待機児童数の推移 

※10月時点の調査は令和３年度から廃止。   

 

（２） 令和４年４月1日時点の待機児童の年齢別内訳 

 

 

 

 

市町名 
28 年度 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 

３ 

年度 

４ 

年度 

4 月 10 月 4 月 10 月 4 月 10 月 4 月 10 月 4 月 10 月 4 月 4 月 

松山市 94 256 88 236 36 190 33 264 42 131 25 0 

今治市 0 0 0 8 0 13 0 3 0 0 0 0 

宇和島市 0 0 0 2 4 7 0 0 0 2 0 0 

八幡浜市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

新居浜市 0 0 0 9 0 4 0 1 0 0 0 0 

西条市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大洲市 0 20 0 25 0 12 21 19 0 11 0 0 

伊予市 0 6 0 6 0 0 0 6 0 0 0 0 

四国中央市 0 0 0 13 0 2 0 3 1 0 0 0 

西予市 0 0 0 0 0 4 0 9 0 5 0 0 

東温市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

上島町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

久万高原町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

松前町 0 15 0 16 0 45 36 60 6 11 5 24 

砥部町 16 30 9 16 9 18 13 26 6 15 3 1 

内子町 0 0 0 3 0 11 0 9 0 12 0 0 

伊方町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

松野町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

鬼北町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

愛南町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 110 327 97 334 49 306 103 400 55 187 33 25 

市町名 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 
４歳児 

以上 
合計 

松前町 6 18 0 0 0 24 

砥部町 1 0 0 0 0 1 

合計 7 18 0 0 0 25 

割合 100％ 0％ 100％ 

（単位：人） 

（単位：人） 


